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　私は，本学の1979年度在外研究員として，ユーゴスラ
ビアに赴き，約9ヵ月間滞在した。この間，同国をベー
スキャンプにし，東欧のすべての社会主義国家を訪ね，
学校教育制度の実態を調査することができた。本稿は，
その1部の報告である。
1　ポーランド
　（1）教育制度の概要
　ポーランドは，第2次大戦において，国土のほとんど
が徹底的に破壊された。そこで，戦後の国家目標は国土
の復興におかれ，その第1の重点政策として，教育の振
興がとりあげられた。その成果は，近年，高等教育修了
者が著しく増加し，また，義務教育の年限が8年から10
年へと漸次きりかえられつつあることをみれば，一応評
価してもよかろう。
　義務教育は従来7歳から15歳までであり，8年制小学
校を便宜上前期（1年生～4年生）と後期（5年生・v・8
年生）にわけ，前期は全教科担任制，後期は教科別担任
制であったが，1977年から前期を1年延長して，幼稚園
の1年を義務制に加える制度が実施された。その後，
1978年よりさらに幼稚園の3年が含まれて，11年の義務
制が一応確立した。
　しかし，1979年から従来の初等教育と中等教育を「一本
化し，8年制から10年制へと初等教育段階を延長し，こ
れを義務教育とする新学校制度へ現在移行しつつある。
　1977年度の小学生数は約430万人で，小学校数は1万
5，000校である。クラス平均の生徒数は約30人である
が，教員も教室も不足のため，1部の学校では2部授業
を行なっている。
　わが国の高等学校に相当するものとしては，4年制の
普通高校と2年～5年制の職業高校の2種類があり，こ
れらを卒業した者は高等教育機関への入学資格試験を受
けることができる。
　高等教育機関としては，総合大学，工科大学，美術高
等専門学校，教員養成高等専門学校，経済高等専門学校，
農業高等専門学校，医学高等専門学校など89校あり，学
生数は約49万人，そのうち全日制が30万人である。教員
数は5万人で，教員1人あたりの学生数は9，8人であ
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る。大学の修学期間は4年tV　6年である（法・経・教育・
理・工学部は4年，文学部5年，医学部6年）。
　授業料は小学校から高等教育機関まで全部無料で，ま
た，全大学生数の約3割は国家から月平均900ズオティ
の奨学金を受け，そのうえ学業成績優秀者には200～500
ズオティのボーナスが与えられることになっている。な
おまた，卒業後の就職を条件として，企業からも奨学金
が出る場合がある。
　②　教育改革の動向
　①　義務制初等教育の延長と充実
　ポーランドの学校教育制度についていえば，第1段階
は3年間の義務制幼稚園（3才～6才），第2段階は10年
間の初等教育（7才～16才），第3段階は4年制の普通
高校（このなかに3のコース，すなわち④普通コース，
⑬数理コース，⑥経済コースがある）と2年～5年の職
業学校（このなかには商業・工業・農業・鉄道・ホテ）
ル・料理・原子核などのコースがある），さらに第4段
階は大学へと続くのが普通の体系である。
　この点，初等教育をさらに1年延長し，11年の義務教
育制を確立，その後2年制の普通高校を設立し，大学へ
進学するコースを目下検討中である。
　初等教育の充実化に関していえば，④すべての児童・
生徒に画一的な教育をほどこす，⑬社会・文化生活のな
かで，自らの役割を果
せるように，自然と社
会に関する知識，自国
と世界の歴史・文化に
対する教養，基本的な
技術の修得などを深め
るように準備させる，
⑥中等学校での教育と
継続性を保たせ，また
働らきながら知識・技
能を高めるようにする
ことを計画している。
　②職業高校制度の
　　改善　　　　　．
　産業・工業社会の要
請に応えるため，11年
の義務教育修了後，1
～2年の技術教育段階
を経て，ただちに社会
の実務に従事しうるよ
うに職業高校のシステ
ムを改革する。具体的
には，職業高校の修学
年数を6ヵ月，1年，2年の3種類に変えようとしてい
る。
（3）教育行政と学校運営
　ポーランドの学校教育の基本路線は，文部省が決定
し，そのわく組みの範囲内で，各学校の教育方針が定ま
り，その方針にしたがって，教師の教育実践が行なわれ
ることになる。
　このプロセスをいま少し詳しく述べると，各県には教
育方針委員会があって，県視学官・学校長・関係教育委
員の出席のもとに，中央国家機関である文部省の基本方
針にそって，教育方針や教育問題の検討が行なわれる。
各学校は，この委員会の決定にしたがって，各自の運営
方針を決めることになる。
　学校の全体的管理運営は，校長がこれを行なう。現
在，校長の資格要件は，④修士号を有すること，⑬30才
以上であることとなっているため，大学卒業後，数年間
で校長職につくことができ，わが国に比較すると，若い
校長が多いそうである。
　教頭は，大きな学校では2人であるが（この場合，1
人はもっぱら校長補佐役にまわり，もう1人は教務関係
の職務を担当する），通常は1人であり，各教師は各教科
グループに属し，それぞれの教科を担当し（教科担任
制），転勤は原則としてない。
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　教師の研修は義務として課せられ，各教科別に，校内
→近隣→町→市→県→国と研修が拡大され，研究内容や
教育実践の発表・報告を行なっている。
　各学校とも，平和教育をとくに重視するとともに，各
教室に必ず国旗が飾られ，愛国心の養成に力を入れてい
る。
　教科科目数は，各学校レベルと教育コースによって異
なるが，8年制初等教育が採用されていた時代の小学校
の教科種類と週時間数は，前掲の表1の通りである。
　学習評価は，ペーパーテストのみならず，授業中の活
動状況や実習状況なども考慮して行なわれ，通知票の形
で，父母に知らされる。そして，進学資格は，各学校レ
ベルによって違いがあるが，前記の評価にもとついて，
与えられることになる。小学校段階で，成績のとくに優
秀な児童は，1年とんで進級できることになっている
が，実際にはきわめてまれである。成績の悪い児童には
特別の教育を行ない，その率は小学校で2％ぐらいとな
っている。
　（4）教員問題
　ポーラソドにおいては，職業高校の急増や科学技術の
革新に対応するため，教員の養成と質的向上が急務の課
題となっている。目下，急ピッチで，教員の再教育，教
表2　上級学校の週間課目表
員養成機関の充実化，さらに夜間大学を使って，教師に
大学卒業の資格を取得させるなどの対策が講じられてい
る。その結果，現在までのところ，60％の教員が大学卒
の資格をもつに至っている、この資格は，1981年までに
取得しなければならないことになっており，また1980年
以後は，幼稚園の教師にも大学卒の資格を要求するよう
になってきている。
　2東ドイツ
　（1）教育制度の概要
　東ドイツの教育は，2種類ある。1つは学校教育であ
り，もう1つはドイツ社会主義統一党（SED）の青少
年教育である。学校教育は，幼稚園・保育園→上級学校
（オーバーシューレ）→大学というように，一本化されて
いる。このうち，上級学校の10年間が義務教育である。
上級学校の入学年令は満6才で，この段階では一般科目
（表2の通り）とともに，生産活動に直結する実用科目
の教育が重視されている。
　10年制の義務教育を修了した児童は，次の3つの方向
のいずれかを選択することになる。④2年制の職業学校
（18才卒業。58％進学），⑧2年制の大学進学コース，⑥
定時制職業学校（職業をもちながら，進学可能な学校）。
　　　　大学へ入学するためには，10年間の義務教育修
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了後，さらに第11および第12学年の進学コースに
進んだのち，アビトウアとよばれる資格試験に合
格しなければならない。
　こういった大学進学への道のほかに，義務教育
修了後に進む職業学校や成人教育機関からの大学
入学の道も開かれている。この場合，アビトウア
受験準備のため，一般に3年間を要するといわれ
ている。
　1977年における大学生総数は，通信教育受講者
5万2，242人および夜間教育受講者1万753人を
含め，16万2，460人である。大学の科目別の学生
数をみると，工学4万2，221人、医学4万3，426
人，農学1万807人，経済学3万8，016人，法学・
社会学2，　041人，文化・体育学840人，文学・言
語学92人，芸術1，272人，教育学2万3，745人と
なっている。この数字は，自然科学，教育，経済
を重視している国家の指導方針を見事に反映して
いるといえよう。
　（2｝SEDの青少年教育
　SEDの青少年教育は，東ドイツの教育体系の
なかで重要な役割を果たしている。
　SEDの青少年教育の中心機関は「自由ドイツ
青少年同盟」（FDJ）であり，1974年のドイツ
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青少年法改正により，青少年に対する新たな期待ととも
に，国家への奉仕活動が鼓吹されている。．
　FDJは，形式的にはGST（兵役年令に達していな
い青少年の軍事教練を行なう組織）と同じく，任意加入
の組織ではあるが，比較的FDJの方が加入率が高い。
第12学年までに在学する児童・生徒のうち90％は，「自
由ドイツ連盟」またはその下部機関である「若いピオニ
ール」のいずれかに属し，勉学にはげんでいるそうであ
る。FDJはいわばSEDの後継者養成機関であるとい
えよう。
　㈲　教育改革の方向
　戦後30年間めざしてぎた教育改革の方向は，次のごと
きものである。①教育の主要目的を若い世代の教育，す
なわち社会主義国家を発展させる人間の育成。②幼稚園
教育の充実，具体的には現在82％の就園率を90％台にあ
げること。③第1学年から第4学年までの児童の60％
が，放課後一定の場所へ集まって，学習でぎる集会所の
設立。④10才から16才までの児童・生徒のために，学校
とは別に，クラブ活動（数学・スポーツ）に従事できる
ようにすること。
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　（1｝教育制度の概要
　チェコスロバキアの戦後の学校教育制度は，1960年に
一応確立をみており，大別して，就学前教育，初等教育，
中等教育，そして高等教育の4段階に区分することがで
きる。
　①　就学前教育
　就学前の教育施設としては，生後3ヵ月児から2才児
までの保育園と3才児から5才児までの保育学校（幼稚
園）がある。前老の場合，保育費は両親の収入額と家族
員数にょって定められ，無料から最高日額8コルナとな
っている。寄宿制保育園も設置されており，5才児の67
％が通園しているそうである。
　後老の場合，保育費は保育園に準じているが，国家
が，園児1人当り，年額3，000コルナ（保母の給料を含
む）・の保育費を負担している。
　就学前教育の第1の目的は，幼児の心身の発達段階に
そくした適切な教育を行ない，もって幼児の生活順応性
と思考力を養うことにある。第2の目的は，労働婦人を
働きやすくすることにある。このため，保育学校は圧倒
的に全日制を採用している。また，チェコは多民族国家
であるので，保育学校も，チェコ語，スロバキア語，ハ
ンガリ・一一語，ウクライナ語，ポーランド語といった言語
別に，設置されている。
　②　初等教育
　すべての児童が，9年間（6才～15才），義務教育と
して，基礎学校に通学しなければならない。ここでは，
基礎的普通教育と総合的技術教育が同時に行なわれてい
る。就学率は99％で，この間の授業料は無料のうえ，教
科書，学用品も無償給付されている。
　9年制基礎学校は，便宜上前期（1年生～5年生）と
後期（6年生～9年生）にわけ，前期は原則として全教
科担任制，後期は教科別担任制をとっており，わが国の
小学校と中学校を統合したような学校である。なお，
1974年度から，前期を1年短縮し，同時に保育学校の1
年を義務教育とする制度が一部で実施されているそうで
ある。
　9年制基礎学校でも，生徒の属する民族の言語によっ
て教育が行なわれているが，たとえば，ポーランド語で
授業をしている学校では，チェコ語があわせて教えられ
るとか，ハンガリー語やウクライナ語系の学校では，ス
ロバキア語の授業があるといった具合に，なんらかの形
で，チェコの公用語であるチェコ語とスロバキア語の授
業を行なう学校が多い。
　第6学年以上の段階では，国語・地理・歴史・ロシア語・
外国語・数学・物理・化学・生物・体育・音楽が教科目
であり，さらに第11学年からは総合的技術教育が加えら
れている。ロシア語は第4学年から必修科目となってい
る。
　9年制基礎学校の第1学年から第6学年の児童には，
児童館が設置され，両親が帰宅するまでの間の時間を有
効にすごせるように，必要な設備やスタッフをおいて，
児童を遊ばせたり，宿題を指導したりしている。なお，
1974年度の卒業生中，約37％が中等教育に進んでいる。
　③　中等教育
　義務教育修了者は，次の3つの中等教育学校に進学し
て，勉学をつづげることができる。
　④　ギムナジアム（普通高校）
　大学進学校としては，従来，3年制の普通中等学校が
あったが，1970年度から73年度にかけて，これを4年制
に変えた。また，年限延長とともに，教育目的にも一定
の変更が加えられた。
　3年制の時代には，大学進学を目的とした普通教育が
中心であったがため，さような教育になじまない生徒に
対する専門的教育の場がなかった。この点，4年制のギ
ムナジアムでは，大学進学教育と専門的教育の調整がは
かられている。すなわち，ギムナジアムの教育課程に
は，さまざまな選択科目が用意され，生徒の興味や関心
に応じて，自由に選択できる仕組みとなっている。たと
えば，自然科学に興味をもち，大学でも専攻したい者
は，数学・化学・物理・生物・幾何・製図などの科目を
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選んで，より深く勉学することができるのである。ま
た，卒業後ただちに職業につきたいと考えている者に
は，それぞれの希望の職種に応じた基礎的訓練を受ける
ことができるようになっている。かような改革は，ある
意味において，ギムナジアムが，見習学校や見習工養成
センターのような，職業技術高校に近づいたことを示
すものである。
　⑧見習学校・見習工養成センター
　見習学校は，主にサービス関係の職業につく者を養成
し，ほかに農林業従事者を訓練するものもある。見習工
養成センターは，大規模な工場内に設けられるものであ
り，工業・建設・運輸などの労働者の育成を行なう学校
である。以上2つの学校はいずれも3年制が原則であ
る。
　見習工養成センターは，チェコ全土で2，500余あり，
教育内容は国家から派遣された専門の教師による一般科
目の教育のほか，工場の熟練工による実習教育が行なわ
れ，教師の給与は国家が保障している。
　チェコでは，かねてよりこの種の職業訓練学校の拡充
に努めてきており，最近の改革で，見習学校・見習工養
成センターの教育課程に改善が加えられた。具体的にい
えば，普通教育科目を拡大したこと，5年制の夜間課程
を設け，希望者はさらに5年間勉学を続けることがで
き，中等普通教育修了程度の試験を受けて，大学進学の
機会が与えられることになった。従来，これらの学校
は，いわゆる正規の中等学校ではなかったので，大学入
試受験資格は与えられていなかったのである。
　⑥　中等職業学校
　この学校は4年制で，各種の専門技術者を養成してい
る。義務教育修了者のこの学校への志望率はかなり高
く，優秀な生徒が入学しているそうである。修了者に
は，大学入学受験資格が与えられ，相当数の者が進学し
ている。
　中等職業学校には，次のように，各専門に応じて多種
多様な学校がある。
　（7）中等工業学校
　工場生産・鉱業・冶金・電力供給・運輸などの技術労
働者を養成している。
　（イ）中等農林学校
　共同農場や国営農場の技術老を養成している。
　（ウ）中等経済学校
　この学校は，1965年から70年にかけて急速な発展を示
し，女生徒の入学が多かったが，最近では低迷の状態で
ある。
　（＝）教員養成学校
　保育学校の教員や児童館および児童・生徒の寄宿舎の
職員を養成する学校である。しかし，1970年度から71年
度にかけて，保育学校の教員養成を大学で行なう試みが
開始されている。
　（t）　コンセルヴァトアール
　多くのすぐれた芸術家を生み出している中等芸術学校
である。
　㈲　中等女学校
　2年制で，サービス部門で働らく女子労働者を養成し
ている。
　（＋）中等衛生学校
　この学校は；保健省の管轄下にあって，公衆衛生その
他の衛生職員を養成し，在校生はほとんど女性である。
　④　高等教育
　高等教育機関としては，総合大学，工科大学，教員養
成大学，芸術大学等36校，103学部がある。大学の修学
期間は，1974年度から変更され，医学部6年，理科系学
部5年，文科系学部（法・経・哲学）4年，他は5年と
なっている。
　大学の授業料も無償で，1975年現在では，全学生の約
40％が国から奨学金を受けており，また各企業・出身地
方自治体からの奨学金も受けている者がある。
　中等教育修了者の大学などへの進学率は，1975年で約
32．7％であり，これは義務教育修了者の約12％に当る
が，最近では増加の傾向にあるといわれている。
　②　教員養成
　教員の養成についていえば，さきの中等職業学校のな
かの教員養成学校は，9年制基礎学校や中等職業学校の
教員を養成する学校ではない。これらの教員は，大学に
おける4年間の教育によって養成されている。とくに，
中等学校教員の場合は，大学において5年の養成過程を
通じて行なわれる。その課程は12の分科にわかれてお
り，すなわち教育原理5，自然科学5，体育・スポーツ
2である。
　㈲　教育改革の動向
　チェコでは，1971年の第14回共産党大会において，社
会主義体制をより強化するためには，教育の発展と文化
的・科学的水準の一層の向上が必要であるとの認識のも
とに，教育改革を行なうことを決定している。その第1
は，あらゆる教育段階（学校教育・社会教育を含む）を
通じて，青少年により深く社会主義者としての自覚をう
えつけるため，教育課程を改訂し，公民科やマルクス・
レーニン主義の学習強化をはかることである。
　第2は．学校教育の効果をより高めること。とりわ
け，学習についていけないおくれた子どもたちに対し
て，教育の内容・方法を改善し，おちこぼれをなくすよ
うに努めることである。そのためには，教員の指導方法
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の改善や教育課程を全般的に再検討する必要があると説
かれている。
　第3は，中等・高等教育レベルにおいて，教育の機会
均等を実質的に保障し，教育制度の一層の民主化をはか
ることである。さしあたり，見習工に中等普通教育およ
び高等教育を行なうことが急務であると指摘されてい
る。
4　ハンガリー
　（1）教育制度の概要
　ハンガリーの教育機関はすべて国・公立であり，完全
に国家の統制のもとにおかれている。大学は文部省の管
轄であり，小・中・高については，当該地方公共団体の
教育委員会が管轄権をもっている。
　ハンガリーの教育法制上の画期的な出来事は，1977年
に，「Ratio　Educationis」という教育法典が制定された
ことである。eこれによって，それまで教会や徒弟制度で
運営されていた学校が，国によって設立・監督される方
向に変化した。
　①　幼　稚　園
　ハンガリーには，20万人以上の収容能力をもち，約
1，000人の保母を備えた3，331の幼稚園があり，3才～6
才までの幼児の教育に当っている。ごく一部は企業によ
り運営されているが，大部分は地方団体が運営してい
る。
　②　普通学校
　義務教育は，6才から14才までの8年間であり，精神
的にも肉体的にも，適格とみなされたすべての児童は，
8年制普通学校の第1学年に入学しなけれぽならない。
　最初の4年間は全教科担任制で，あとの4年間は教科
別担任制を採用している。大きな学校では，体育・音楽・
図工および初級職業訓練は，低学年でも，専門教師が教
えているようである。
　普通学校の目的は，すべての児童・生徒に近代的な基
礎教育を与え，母国を愛し，労働を尊び，社会主義の目
的達成に参加することを教えることにある。したがっ
て，原則として，14才までは，本質的に同質の教育を受
けることになる。このほか，特定のすぐれた才能をもつ
者のため，外国語と音楽を特別な指導方法で教育する普
通学校もある。その場合，外国語は第5学年から，音楽
は第1学年から教えられている。
　義務教育年令の児童・生徒のうち，98．7％が学校教育
を受けている。しかし，教師や教室の不足のため，50％
近くの者が2部授業を受けている状態である。
　③　中等学校
　わが国の高等学校に相当する4年制の中等学校には，
普通科・職業訓練科・専門科の3部門があり，普通学校
を卒業した児童・生徒が勉学を続けることができるよう
になっている。
　1975年度の統計では，中等学校の生徒数は38万2，500
人であり，これは義務教育修了者の36．1％に当る。総生
徒数のうち，20．8％が寄宿舎に入っており，73％が奨学
金を受けている。
　④　大　　　学
　大学には，3年制・4年制・5年制の3種類がある。
1975年度では，総学生数は10万7，　5QO人で，中等学校修
了老の4．4％が進学していることになる。
　奨学金は，成績によって異なり，一般奨学金と成績優
秀者に与えられる人民共和国奨学傘の種類があるp前記
総学生数のうち，6万4，300人が全日制教育を受け，46．2
％が寄宿舎に入っているが，寄宿舎費は家族の収入によ
って異なる。
5　ルーマニア
　ルーマニアの教育制度は，熟練労働者の不足や高度経
済成長政策を反映して，．科学技術教育の振興を重視して
いる。ことに，1976年の文化会議で，共産主義にもとつ
く愛国心にもえた都民の育成のためと，科学技術に興味
をもつ市民づくりのために，イデオロギー教育の強化と
応用教育の充実が叫ばれ，それを受けて，1977年9月に
始まる新学期から，教育制度，とりわけリセ（高等学校）
教育の再編成が行なわれたことは，注目してよい。
　ルーマニアの教育制度は，大ざっぱにいって，4・4・4
制度といえるものであり，就学前教育（幼稚園）3年の
あと，初等教育4年（第1期），中等教育4年（第2期），
第1段階リセ2年（第3期），第2段階リセ2年（第3
期）となっている。このうち，義務教育は第1期と第2
期の8年のほか，第1段階リセ2年を含む10年とな2て
いる。義務教育の10年間はもちろんのこと，授業料は幼
稚園から大学まで無償。教科書も，大学をのぞき，無償
供与である。
　｛1）教育制度の概要
　①　就学前教育・（幼稚園）　　　－
　3才児から5才児が対象で，通常の幼稚園は午前8時
から12時半までであるが，全日制（午前8時～午後5時）
もあり，また全週幼稚園（寄宿舎収容）もある。
　②　初等教育（第1期）
　6才から9才までが対象で，修業年限は4年である。
教室不足のため，2部授業を行なっているところもある
が，授業は原則的には午前中のみである。
　③　中等教育（第2期）
　10才から13才が対象，修業年限4年。ここでも，校舎
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不足のため，学年や学級によっては午前と午後に分かれ
て授業を受けている。第1期と第2期の8年間修了時
に，④第2段階リセ（大学進学コース），⑧第1段階リ
セ（実業高校），⑥職業学校のいずれの方向へ将来進む
かを大体決めて，リセの第1段階に進学している。
　④　第1段階リセ
　14才～15才が対象。この段階修了後，ただちに就職
し，職場に入ることができる。また就職しながら，夜間
のリセで学んだり，通信教育高校で勉学することもでき
る。これとは別に，リセの第2段階に進級せず，1年な
いし2年の職業学校に進んで就職することもできる。さ
らにまた，第2期を終えた段階で，リセへ進まず，2年
または3年の職業学校を経て就職する道もある。
　⑤　第2段階リセ
　16才～17才が対象。この段階への進学には入学試験を
パスせねばならない。リセには，理数・人文・工業・農
林・児童教育・保健・芸術・経済など，8種類のタイプ
がある。1973年度までは，リセの教育課程は一般教養と
専門コースの2種類であったが，74年度から多様化さ
れ，さらに77年には，第1段階と第2段階のリセの種類
をより細かく分類し，かつ工業系のリセなどをそれぞれ
の専門にしたがって，政府機関（たとえば機械建設省や
石油・鉱山省などの）の直轄下においている。こうし
て，今日では，文科系や芸術系のリセをかなり縮小して
おり，したがって，文科系を本来志望する生徒がやむな
く産業系に移る傾向が強い。
　⑥　高等教育機関
　第2段階リセの修了者は，大学などの高等教育機関に
進むことができる。もちろん，第2段階リセを終えたの
ち，職業につくこともできる。
　大学入学には，まずリセ卒業の際のバカロレア試験
（リセ卒業試験かつ大学入学資格試験のことを意味する）
に合格し，さらに大学入試にも合格しなければならな
い。大学は長期（4年～6年）と短期（3年～4年）の
2種類のものがあり，これらのほかに，修業年限が1年
～2年の職業短期大学もある。リセを修了した労働者を
対象に，専門教育を行なう高等教育機関もある。文科系
は一般に4年であり，技術教育が必要となるにしたがっ
て，5年・6年となる（ちなみに医学部は6年である）。
　奨学金は，学業成績と両親の収入に応じて，1級と2
級があり，約70％の学生がもらっている。したがって，
経済的な理由で進学できないということはないそうであ
る。
6　ブルガリア
　（1）教育目標
　①「良き市民」の育成
　②　勤労教育の推進
　③　「産学協同」体制一「学校は工場であり，工場は
　　学校」
②　教育の特色
　①　「勤労教育」の推進と「産学協同」体制の確立
　　が，教育の特色として，きわめてはっきりとあら
　　われている。
　　その母体となっているものとして，次の青少年組
　　織がある。
　　④チャルダルチェ（青ネクタイ）一対象7～8
　　　才。
　　⑬　ビオニール（赤ネクタイ）一対象9～14才。
　　⑥青年同盟一対象15～26才。
　　⑪　祖国戦線一対象27才以上。
　　　中等学校では，とりわけ工業専門高校は，毎年
　　工場と契約を結び，原料を仕入れて，「学校工場」
　　で30以上の製品を作っている。学校では，各自に
　　一定のノルマが与えられ，15才以上は1ヵ月間工
　　場実習へ行くことになっている。実習生は，多く
　　の場合，当該工場に就職しているようである。
　②　夜間学校は午後6時より開始され，対象は21～
　　40才までで，週20時間の授業があり，5年制で昼
　　間と同資格がとれる。各工場では，そのための便
　　宜を与えている。
　③　文盲絶無に力を入れ，さらに義務教育制を17才
　　まで延長することを検討中である。
（3）教育制度の概要
　①　幼稚園一3～7才（3才未満は保育所）。
　②　初等学校（義務教育）－7～14才。
　③　中等学校一15才以上。
　　④普通高校（3年）。
　　⑬工業専門高校（4年）。
　　◎　職業技術高校（3年）。
　④　高等教育機関
　　④　大学（4年）。
　　⑬　各高等専門学校。
7　ユーゴスラビア
　（1）教育の一般原理
　教育に関する基本原理は，1974年のユーゴスラビア社
会主義連邦共和国憲法165条に定められている。それに
よると，「最小限8年間継続する初等教育は義務的であ
る。学校および市民の教育，市民の活動の発展のための
その他の施設の設立と活動のための物質的およびその他
の条件は，法律に応じて，相互性と連帯の原則におい
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て，勤労人民，連合労働組織およびその他の自主管理組
織と共同体，自主管理利益共同体のなかの社会・政治共
同体によって，これを確保する。市民は，法律で定めら
れた平等な条件のもとで，あらゆる段階の教育，あらゆ
る種類の学校，その他の教育施設において，知識と専門
的研修を得る権利をもつ」となっている。このほか，
1976年に定められた連合労働法および社会計画に関する
法律によっても規定されている。しかしながら，ユーゴ
は6つの共和国と2つの自治州からなる連邦国家である
ため，教育に関する重要な基準は，各共和国・自治州の
憲法，法律などによっても規定されている。
　ユーゴは，1953年以来，他の社会主義国家と異なる独
自の社会主義制度，すなわち労働者自主管理制度を採用
してきたので，教育の分野についても，ある種の問題は
社会契約および自主管理協定によっても規定されている
。そして，この種の決定は，自主管理利益共同体および
社会・政治共同体によって認められたものである。
　②　教育行政の仕組み
　①　学校行財政機構
　ユーゴの教育行政は，社会主義的自主管理の原理にも
とついているので，国家権力機関の教育への関与の度合
はきわめて希薄である。たとえば，連邦予算であれ，地
方公共団体予算であれ，支出項目のなかに教育費という
項目はなきに等しい状態である。教育費は税金として微
収されたものを学校に与えるというシステムではなく，
一地域にある「連合労働基礎組織」と学校の代表が集ま
って，「教育利益共同体」という機関を作り，そこで当
該地域の教育費の額が決定され，労働者の負担額が決ま
り，払いこまれた負担金は「共同体」に積み立てられ，
学校に支払われるという仕組みをとっている。つまり，
国家の手を経ることなく，労働者は自己の所得の一部を
教育に支出することを自ら決定するのである。
　このようなやり方は，予算・財政のみならず学校管理・
運営などの分野にもすぺて適用されている。それゆえ，
「教育利益共同体」とよばれる各地域の自主管理機関を
通して，教育サービスの利用者である労働者・住民との
間で，さまざまな協定が結ばれている。今日，教育のあ
り方に重要なかかわりもつ機関としては，④自主管理協
定づくりがなされる学校の「連合労働基礎組織」，⑬「自
主管理教育利益共同体」および地方共同体，◎社会・政
治共同体（地方自治体．市町村自治体，各共和国・自治
州）およびその団体がある。
　中学校以上の学校には，「学校評議会」という組織が
あって，これには先生や保護者たちとともに，生徒や学
生の代表が参加し，学ぶ者の立場から，学校の管理・運
営に積極的に協力している。
　②　学校人事
　すべての教師およびその他の職員は，労働協約のなか
の自主管理協定にサインする。学校人事のすべては，労
働者によって管理され，秘密投票で選考される。校長の
任期は4年で，一般教師とともに，コンクール方式で採
用される。つまり，校長志望者のライバルがあれば，自
分の信念や過去の実績を披露し，当該学校の全スタッフ
の選挙によって決まることになる。落選すれば退職する
か，一般教師になるか，いずれかの道を選ばねばならな
い。
　学校外の自主管理機構（地方団体・地域共同体・市長
村自治体・自主管理利益共同体など）への代表者は，当
該学校において，秘密投票によって選出される。
　③　自主管理利益共同体の役割
　学校およびその他の教育機関において，雇用されてい
る人たちは，それぞれの代表老を通じて，「教育利益共
同体」に結合することになる。ここで，各代表者は討
議・検討し，教育政策，人事計画，教育課程，学校間の
連絡・調整および財源問題を調査・決定する。これらの
プロセスは，小・中・高の各段階において行なわれてい
る。
　㈲　学校制度の概要
　①　就学前教育
　3才から小学校に入るまでの子どもたちは，幼稚園ま
たは各小学校付属の就学前児教室に通学する。就学前の
教育施設は地方自治体のみならず，地域共同体，企業な
ども設置することができるが，人件費や物件費は公費で
まかなわれる。
　②　初等教育
　初等教育は，8年制の小学校で行なわれ，ほとんどの
小学校は7才もしくは6才半から入学を認めているが，
若干の共和国では，心身の発達が十分であると認められ
る子どもについては6才からの就学も受け入れている。
最初の4年間は，学年別の授業が主であるが，あとの4
年間は教科別授業が多い。小学校の教育は，各共和国が
定める教育要領にしたがって作成される教育課程と指導
計画にもとついて実施される。
　小学校から大学までの授業料は一切無料であるが，教
科書や学用品などは原則として個人負担である（地域に
よっては無料化を実施しているところもある）。教科書
や教材は，当該地域の教育評議会のプログラムにもとつ
いて，各学校が自主的に選んでいる。初等教育と前期中
等教育の段階では，教室不足のため，2交代，3交代で
授業をやっているところも多い。
　③　中等教育
　以前は8年制の初等教育が義務教育であったが，新し
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い中等教育制度の確立によって，2年の前期中等教育の
教育内容をすべて共通の普通教育に統一し，これを初等
教育と合せて現在10年の義務教育制になっている。そし
て，この年間を終えた生徒は，そのまま就職するか，ギ
ムナジアや職業学校など，次の段階の後期中等教育に進
むことになる。
　後期中等教育学校には次のものがある。
　④　ギムナジア
　2年制の普通課程で，ほぼわが国の普通高校に相当
し，もっぱら大学進学への準備に教育の重点がおかれて
いる。そして，卒業生の90％以上が大学へ進んでいる。
　⑱　芸術学校
　音楽・バレー・美術工芸などのための2年制の学校
で，卒業生の大半が芸術大学へ進学している。
　⑥　職業学校
　工業・農業・医tw　・経済・行政など，多種多様の専門
別2年制の学校である。この種の学校は社会の中堅的人
材の育成を目的としている。卒業生は就職後，大学進学
の希望があれば，2年間働らいたのち，学校へ再入学し，
2年間進学準備をして，大学3年への編入試験を受ける
こともできる。
　⑪　熟練労働者学校
　この種の学校は，工業・商業・貿易など，専門別分野
の熟練労働者を養成することを目的としている。
　ユーゴの場合，義務教育段階を終えて間もなく，中等
教育の段階で児童・生徒の将来の進路をほぼ決めてしま
う現行制度には反対が強く，今後は進路選択の時期をも
っと遅くすることが検討されている。
　④　高等教育
　大学には，3年制（短期大学），4年制（芸術大学），5
年制（総合大学）の3種類があり，ベオグラードやザグ
レブなどの主要都市に設立されている。大学の学部は，
わが国にくらべると，細分化されて数が多く，法・経・
医にはじまり，貿易・観光学部に至るまで38種類の学部
があるが，これらを全部有している大学はない。
　ギムナジアの卒業生は，本来無条件で大学に入学する
資格をもつが，最近では入学志願者の数が増大したた
め，ほとんどの大学で入学試験を行なっている。それで
も入学試験よりも，入学後の成績に重きをおいており，
ベオグラード大学などでは，平均6年ぐらいかけないと
卒業できないといわれている。
　なお，本研究報告書の作成にあたっては，以下の資料
と諸論稿（r海外の教育』15号所収（昭和53年12月15日））
なども参考にしたことをおことわりしておく。
　①　在ドイツ民主共和国日本国大使館・ドイツ民主共
　　和国概観（1978年9月）
②小田島宏一・ポーランド教育の背景
③福島俊明・チェコスロバキアの教育
④　森岡　　進・ハンガリーの教育事情
⑥灘黛蕎・ルー・＝アの教静情
⑥　上田　孝治・ブルガリアの教育事情
⑦田中英保・ユーゴスラビアの教育事情
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